
 

国の第５期介護保険事業計画の策定に関する考え方について 

 

１ 介護保険事業計画 

 

  市町村は、国が示す基本指針に即して、三年を一期とする介護保険事業に係る保険給付

の円滑な実施に関する計画（市町村介護保険事業計画）を定める（介護保険法第117条）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第５期介護保険事業計画の基本的な考え方 

 

（１）地域包括ケアの推進 

第５期介護保険事業計画の策定にあたって国が示す指針（案）では、基本理念として

「地域包括ケアの推進」が掲げられている。 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域において継続して生活できるよう、①介護、②予

防、③医療、④生活支援、⑤住まいの５つのサービスを包括的かつ継続的に提供するこ

とで「地域包括ケア」の実現を図っていくことが重要である。 

この「地域包括ケア」を推進する前提として、地域に居住する高齢者の課題を具体的

に把握し、地域の実情に応じた各サービスの目標量等の設定等を行い、地域で必要な介

護サービス等が確実に提供される体制の整備を進めることが重要である。 

 

 ⇒ （参照）全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（H23.2.22）【別紙１】 

 

（２）介護保険事業計画における記載事項の充実強化（任意） 

全国一律の画一的なものではなく、各地域ごとの地域特性等の実情に応じたシステム

である地域包括システムの構築を推進するにあたっては、①地域課題、②地域資源の状

況、③高齢化の進展状況等、地方自治体によって、それぞれ状況が異なることから、地

方自治体の実情に応じて優先的に取り組むべき重点事項（例：認知症支援策の充実、在

宅医療の推進、高齢者に相応しい住まいの計画的な整備、生活支援サービス）を、地方

自治体が判断のうえ選択して第５期介護保険事業計画に位置づけるなど、段階的に計画

の記載内容を充実強化させることが重要である。  

平成 23 年 5 月 24 日 

保健福祉局介護保険課 

【事業計画で定める主なもの】 

・日常生活圏域ごとの介護給付等サービスごとの量の見込み 

・地域支援事業の量の見込み 

・認知症の支援に関する事項、医療との連携に関する事項、高齢者の居住に係る施

策との連携に関する事項、日常生活の支援のための必要な事項 
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（３）平成２６年度目標値の考え方 

平成２２年１０月、国の参酌標準（平成２６年度の施設・居住系サービス利用者が、

要介護２～５の人数の３７％以下）が撤廃された。 

今後、施設整備の計画の策定にあたっては、本市における施設整備の現状や高齢者の

ニーズ等に基づき整備量を見込んでいく必要がある。 

なお、以下のア、イの目標値設定の考え方は廃止されておらず、次期計画においても

変更しないこととする。 

 

 

 

 

 

 

⇒ （参照）全国介護保険担当課長会議資料（H17.6.27）【別紙２】 

 

３ 計画策定のための留意点 

 

（１）事業量の見込み 

   第５期計画の策定にあたっては、 

    ①第４期から第５期までの自然増等の介護サービスの見込量に関する各種要因を勘

案するとともに、 

    ②日常生活圏域ニーズ調査等により日常生活圏域ごとの課題を的確に把握し、 

地域の実情に応じた各サービスの過不足のない必要なサービス量の設定等、より精緻な

事業量等の見込みを行う必要がある。 

 

（２）介護保険料 

   介護保険料の設定にあたっては、 

    ①介護従事者処遇改善臨時特例交付金による第４期保険料の軽減効果、 

    ②介護給付準備基金の取崩しによる第４期保険料の軽減効果 

  により、第４期の保険料水準が低く抑えられていたことにも留意する必要がある。 

 

 

※ 第５期介護保険事業計画への記載内容については、今後国から示される「介護保

険事業計画の策定テキスト」の中で情報提供される予定。 

※ 本市が第４期介護保険料を設定する際、①で８０円、②で２２０円、合計３００

円の軽減効果があった。【第４期介護保険料（基準額） 月額４，４５０円】 

ア 介護保険３施設の利用者全体に対する要介護４，５の割合を７０％にする。 

イ 介護保険３施設の個室化 

   ・３施設の個室ユニットケアの割合  ５０％以上 

   ・特養の個室ユニットケアの割合   ７０％以上 

2



3

　　　　　　　　　　　　　　　　　（別紙１）

　　　　　　　　　　　　　　　平成23年2月22日
全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料



（別紙２）

平成17年6月27日
全国介護保険担当課長会議資料

地域ケアの推進と施設サービスの見直し

○※介護保険３施設及び介護専用の居住系サービスの適正な整備
（※）介護専用の居住系サービス：認知症高齢者グループホーム・介護専用型の特定施設）

　　　【これからの整備のイメージ（全国推計）】

○多様な「住まい」の普及の推進

○※介護保険３施設利用者の重度者への重点化

○※介護保険３施設の個室の推進化

　・　高齢者単身世帯の増加
　・　都市部の高齢化の急速な進行
　・　高齢期の住み替えに対するニーズ

　多様な「住まい」の普及
　→　高齢者が安心して暮らせるよう、介護
　　が付いている住まいを適切に普及

　平成16年度
　　入所施設利用者全体に対する要介護
　４，５の割合は５９％

　　　　　　　平成２６年度

　　　　　　　　　　　　７０％以上

　平成16年度
　・３施設の個室割合は１２％
　・介護老人福祉施設（特養）の個室の割
　合は１５％

　平成26年度
　・３施設の個室ユニットケアの割合　５０％以上
　・特養の個室ユニットケアの割合　　７０％以上

　平成16年度
　要介護認定者数（要介護２～５）に対す
　る施設・居住系サービスの利用者の割
　合は４１％

　　　　　平成２６年度

　　　　　　　　　　　３７％以下
　　　　　　　（平成16年度よりも１割引き下げ）

４１％

87万人

210万人

３７％

108万人

290万人

320万人（自然体）

介護予防効果10％

平成16年度 平成26年度

（参考）
自然体（320万人）に対して

１／３

要介護２～５

介護保険３施設
＋

居住系サービス

※　介護保険３施設には
　　地域密着型介護老人
　　福祉施設を含む。
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全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議
（平成23年2月開催）
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